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   道路整備予算の確保及び道路整備に係る補助率等の嵩上げ措置の継続 

   を求める意見書 

 

道路は、地域に生きる人々の安全な生活や経済・社会活動を支える最も基

礎的で重要な社会基盤施設である。また、災害に強く安全で安心なまちづく

りの実現や高次医療施設への広域的アクセスの強化を図るためにも、道路の

役割は、ますます重要なものとなっている。  

本市では、めざすまちの未来像を「光・緑・人 輝くとよかわ」と定め、

少子高齢化と人口減少への対応を意識し先を見据える視点に立って基盤整備

による定住・交流の促進を図っているが、未だ不十分な状況である。 

このような状況の中、平成２９年度末で「道路整備事業に係る国の財政上

の特別措置に関する法律」（以下「道路財特法」という。）の規定による補助

率等の嵩上げ措置が切れることとなれば、地方の財政負担の増加により、道

路整備の一層の遅延を招き、地方創生の実現に多大な影響を及ぼすこととな

る。  



よって、国におかれては、平成３０年度以降も迅速かつ着実な道路整備を

推進するため、下記の措置を講じることを強く要望する。  

記  

１ 地方創生の実現に向け、道路整備に必要な予算を確保すること。  

２ 道路財特法の補助率等の嵩上げ措置については、平成３０年度以降も継

続・拡充すること。  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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